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制御装置からの出火を問う

大名美恵子村議

＜東海村ホームページから＞

右写真上： 出火した制御盤の設置場所（取り外し済）

右写真下： 県・村の立入り調査（火災発生現場の確認）

２月４日の作業は、作動試験というより
安全対策工事の一環だった・・・！

３/１４議員全員協議会での原電による説明では

新たな内
部告発も



長引く物価高騰など、今、くらしは本当に大変です。予算の審査は、村民の命・くらしをしっかり応援し、守るも

のになっているかどうかの視点で行ないました。また、東海村特有の原子力施設の危険への対応では、真に村民生活

を守る立場での施策が執られようとしているかについても重視しました。

一般会計

2025年度国家予算は、「社会保障をはじめとした暮らしの予算を厳し

く削減・抑制する冷たい〝緊縮財政〟の一方で、大軍拡や大企業へのバラ

まきは、かつてない規模に膨れ上がっている。これを基本とした本村では、

◆ 行政のデジタル化・・・ 国・地方一体の「公的サ－ビスの産業化」推

進。情報処理の管理方法を誤れば、人権侵害など社会全般に深刻な事態を

及ぼす危険がある。村民の基本的権利、地方自治を踏まえたデジタル技術

の活用が必要。

◆ マイナンバーの活用推進・・・国のシステム設計や運用のずさんさに

よるプライバシー侵害や個人情報流失の危険は、はかり知れない。

◆ 公共施設包括管理業務委託・・・公的サービスの産業化推進により地

方自治を根底から変質・破壊させることになる。

◆ 原産協会負担金の支出・・・協会会員の企業が、自民党の政治資金団

体「国民政治協会」に、2013年からの10年間で70億円超の献金を行い、

エネルギー政策を全原発稼働へと転換させることを国会議論無しに閣議決

定で国民に押しつけるという大きなゆがみを生じさせた。

◆ 東海第二原発中央制御室内での火災対応・・・「原電の操業に対する

資質からも再稼働は危険すぎるので認められない」と、意思を明確に伝え

る、その決断が重要であり予算化が必要。

◆ 高齢者・障がい者支援ほか・・・すべての村民の命・くらしを守る支

援をもっと強めて！

特別会計

■ 国民健康保事業会計・・・すべての世帯で税引き上げになる。度

重なる課税限度額の引き上げも受診抑制につながる。

■ 後期高齢者医療事業会計・・・高齢者にとって保険料が高額な上

に、国の一方的判断により医療費負担割合の引上げも行われる中、安

心して医療を受けられる環境は無くなってきている。

■ 介護保険事業会計・・・制度は、「サービス」を利用する高齢者

が増え、介護報酬が引上げられれば、保険料・利用料がアップする仕

組み。保険料負担を軽減するためには、現在２５%の国庫負担を少な

くとも３０%に引上げ、制度の立て直しのためには３５%にすることが

求められる。

いのち・くらしを守る支援をもっと強めて 賛成できなかったのは、３つの会計

民間会社に５年間で１０億円余りの巨額をかけ、公共施設の包括管理を業務委託

「公共施設包括管理業務委託」は、地方自治体が「住民の福祉

の増進を図る」という役割を果たすために実施している業務を、

民間大企業の営利の対象に開放するという、旧安倍政権の2015年

「骨太方針」の中の「公的サービスの産業化」の方針に基づいた

もの。地方自治体の公的責任放棄につながる危険をもつ。

政府・総務省は、「民間にできることは民間に委託せよ」と、

徹底して官民連携を自治体に求め、本村のように様々な業務で連

携を推進する自治体が増えてきている。しかし、「包括委託」で

は、保守点検や修繕業務が、受託業者と村内外業者との民民によ

る契約となることでチェック体制の在り方、村内業者への発注や

育成についても、現実的には不透明さを残しうる。

一方、自治体の業務に必要な専門性・継続性が失われることや、

偽装請負を避ける対応などにより、住民サービスの低下が深刻に

なる危険がある。

現在すでに村が委託している事業において、事業利用者の不利

益解決に時間がかかっているのも事実である。

大名議員の一般質問に答えた村の考え方は・・・

● 包括管理業務委託という手法を選択した主な理由

さまざまな施設が老朽化をむかえていく中で、村職員単独での維

持管理では、水準の向上、平準化という点において限られた部分が

ある。こうした課題を民間事業者の専門的な知見を活用して、予防

保全型のメンテナンスを推進していきたいため。

● マネジメントのノウハウ活用とは

専門業者の目で施設を定期的に巡回することによる異常箇所の早

期発見や、対象施設全体での修繕箇所の優先順位付けなどは、民間

事業者の知見を活用することが有効であると考える。

● 政府及び総務省からの働きかけ

さまざまなセミナーや通知等で、国からは各分野において官民連

携事業を積極的に導入するよう呼びかけがされている。包括管理業

務委託に特化した働きかけは行われていない。

● 住民サービスへの影響は

「早期対応による安全面の向上」という効果が期待されるので、

住民にもより安心して公共施設を利用いただけるものと考える。

マイナ保険証（マイナンバーカー

ドを健康保険証として利用する仕

組み）を取得しない場合、村から自

動的に「資格確認書」が発行されま

すので、受診できます。

懲役及び禁錮を廃止して拘禁刑を創設する刑法等の一部改正が、2025年６月１日から施行されることに伴う関係条例の整理

「刑法等の改正：具体的には？ ー総務部長答弁からー

現行刑法に定められた刑のうち「懲役」及び「禁錮」を廃止

し、２つの刑を一元化して、新たに「拘禁刑」を創設する改正

のほか、裁判所が執行猶予を言い渡すことが出来る条件の変更

や侮辱罪の法定刑の引上げ等。

本村の条例の規定に関連する箇所は、「懲役」及び「禁錮」

に関する部分のみで、廃止となる２つの刑を規定した条例中の

記載に関し、一元化後の刑である「拘禁刑」に改めるもの。

【大名議員の反対討論から】


